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伊佐市起業チャレンジ支援事業補助金交付要綱  

 

 （趣旨）  

第１条  この告示は、本市の地域産業の振興及び日常生活支援機能の確保を図

るため、地域の６次産業化又は集落再生・活性化若しくは市街地活性化に寄

与すると認められる事業（以下「認定事業」という。）として起業又は、空

き店舗を活用して事業を実施する者に対し、予算の範囲内において、伊佐市

起業チャレンジ支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付すること

について、伊佐市補助金等交付規則（平成 20年伊佐市規則第 36号）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。  

（１） 地域の６次産業化  市内にある地域資源を原材料として新たに加工・販

売を行うこと、又は特産品開発・販売や体験型観光などにより地域産業の

付加価値の向上に取り組むことをいう。  

（２） 起業  次のいずれかに該当する場合のことをいう。  

  ア  事業を営んでいない個人が所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）第 229

条に規定する開業の届出により、新たに事業を開始する場合  

  イ  事業を営んでいない個人又は団体が新たに法人を設立し、事業を開始

する場合  

  ウ  個人又は法人が現在の事業を継続して操業しつつ、新たな分野で事業

を開始する場合  

  エ  個人又は法人が現在の事業を廃業し、新たな分野で事業を開始する場

合 

  オ  移住者が移住に伴い市内で事業を開始する場合  

（３） 新たな分野  新たに取り組むこととなる日本標準産業分類（平成 25年総

務省告示第 405号）の小分類に掲げる業種又は地域貢献に資する活動のこ

とをいう。  

（４） 移住者  申請日前３年から補助金額の確定までに市内に転入する者で

あって、当該転入の直前に市外に継続して 10 年以上居住していた者をい

う。  

（５） 増改築  起業するために必要な施設を増築、改築、修繕又はリフォーム
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することをいう。  

（６） 市街地  都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）の規定による近隣商業

地域又は商業地域の区域内その他市長がこれに類すると認める菱刈地区

の商店街のことをいう。  

（7） 空き店舗  市内に存在する事業の用に供されていない店舗、倉庫、事務

所その他の事業活動の施設をいう。  

（8） 事業承継者  前経営者と同一世帯若しくは生計を一にする後継者又は

前経営者の配偶者若しくは二等以内の血族及び姻族である後継者であって、

日本標準産業分類の小分類に掲げる同一の業種において事業を行う者をい

う。  

 （補助対象者）  

第３条  補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市

内で起業又は、空き店舗を活用して事業を行う者であって、次の各号のいず

れにも該当するものとする。ただし、日本標準産業分類の大分類に掲げる業

種で医療・福祉及び事業承継者は除く。  

（１） 市内に住所を有し、居住する者（補助金額の確定までに転入し、居住す

る者を含む。）又は市内に事業所を有する法人の代表者  

（２） 市区町村税の滞納がない者  

（３） フランチャイズチェーン等に加盟していない者  

（４） 補助金の交付を受けた後、３月以内に認定事業を開始できる見込みのあ

る者  

（５） 金融機関等からの資金調達が十分に見込める者  

（６） 認定事業に必要な許認可等を取得している者又は認定事業の開始まで

に取得する見込みのある者  

（７） 認定事業を通じて公序良俗に反する行為、政治的活動又は宗教的活動に

関する行為を行わない者  

（８） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）

第２条第２項に規定する暴力団又は同条第６項に規定する暴力団員と密

接な関係がない者  

（9） 空き店舗を活用して事業を行う場合は、空き店舗所有者と同一世帯若し

くは生計を一にする者でない者又は空き店舗所有者の配偶者若しくは二

親等以内の血族及び姻族でない者でかつ市内で営業している店舗から空

き店舗へ移転することにより、移転前の店舗を空き店舗としない者  
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（10） 過去にこの告示による補助を受けていない者  

 （認定事業の承認）  

第４条  補助対象者は、起業チャレンジ支援事業計画書（様式第１号）を市長

に提出して、あらかじめ認定事業としての承認を受けなければならない。  

２ 市長は、前項の計画書の提出があったときは、事業の適否を審査した上で、

次の各号のいずれかに該当するときは、認定事業として承認し、起業チャレ

ンジ支援事業認定通知書（様式第２号）により通知するものとする。  

（１） 新たな視点により地域の６次産業化に取り組むことで波及効果をもた

らし、産業活性化につながることが期待できるもの  

（２） 概ね校区単位程度の範囲において、生活サービスの提供や集落活性化の

拠点として機能し、地域の暮らしの機能の維持、向上につながることが期

待できるもの  

（３） 市街地において集客が見込まれ、かつ近隣の事業所との連携により商店

街としての新たな活力の創出につながることが期待できるもの  

３ 前項の承認を受けた補助対象者は、承認日翌年度の年度末までに事業を完

了しなければならない。  

 （補助対象経費）  

第５条  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象者が認定事業を起業するにあたって必要となる店舗又は作業所等

の整備（以下「施設整備費」という。）並びに設備導入に必要な費用（以下

「設備導入費」という。）のうち別表第１に掲げる経費とし、補助対象経費

の合計が 50万円を超える場合を対象とする。ただし、他の補助金等の交付の

対象とした経費については、補助対象経費から除くものとする。  

 （補助金の種類及び額等）  

第６条  補助金の額は、補助対象経費の合計の２分の１以内とし、 100万円を

上限とする。ただし、 1,000円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨

てるものとする。  

２  前項に定めるもののほか、補助対象経費が 300万円を超え、かつ別表第２

に示す区分の条件を満たす場合は、それぞれ同表に定める金額を補助金の額

に加算する。  

 （補助金の交付申請）  

第７条  補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、起業チャレン

ジ支援事業補助金交付申請書（様式第３号）に次号に掲げる区分に応じ、そ



- 4 - 

 

れぞれ当該各号に定める書類を添付して市長に提出しなければならない。  

（１） 施設整備（新築、増改築）  

  ア  工事請負契約書の写し  

  イ  工事設計図の写し（案内図・配置図・平面図・立面図等）  

  ウ  工事見積書の写し  

  エ  着工前の現況写真  

  オ  市区町村税の滞納のないことが証明できる書類  

  カ  補助対象者の住民票の写し、法人にあっては定款・規約等の写し  

    （移住予定者、開業予定者にあっては、転入等の手続き完了後にあら

ためて提出すること）  

  キ  その他市長が必要と認める書類  

（２） 設備導入（付帯設備、機械器具）  

  ア  購入する付帯設備、機械器具の見積書の写し  

  イ  市区町村税の滞納のないことが証明できる書類（前号に該当する場合

は省略）  

  ウ  補助対象者の住民票の写し、法人にあっては定款・規約等の写し（前

号に該当する場合は省略）  

  エ  その他市長が必要と認める書類  

 （補助金の交付決定）  

第８条  市長は、前条による補助金の交付申請があった場合は、その内容を審

査のうえ可否を決定し、起業チャレンジ支援事業補助金交付決定 (却下)通知

書(様式第４号)により通知するものとする。  

２ 市長は、前項の補助金の交付を決定する場合において、補助金の交付の目

的を達成するために必要があると認めるときは、必要な条件を付することが

できる。  

 （現場確認）  

第９条  市長は、認定事業を適正に執行するため、工事等の状況を現場におい

て確認することができる。  

 （申請の取下げ）  

第 10 条 第８条第１項の決定通知書を受理した補助対象者が、諸事情により

申請を取り下げるときは、市長と協議の上、起業チャレンジ支援事業補助金

申請取下げ書 (様式第５号)を提出することにより、申請を取り下げることが

できる。  
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２ 前項の規定により取り下げを行ったときは、補助金を交付しないものとす

る。  

 （認定事業内容の変更）  

第11条 補助対象者は、第８条第１項の決定通知書を受理した後、認定事業の

内容等を変更するときは、起業チャレンジ支援事業補助金変更承認申請書

(様式第６号)に次に掲げる書類を添えて市長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。  

 (1) 施設整備（新築、増改築）  

  ア  変更工事請負契約書の写し  

  イ  変更工事内容の分かる図面（案内図・配置図・平面図・立面図等）  

  ウ  変更工事見積書の写し  

  エ  その他市長が必要と認める書類  

 (2) 設備導入（付帯設備、機械器具）  

  ア  変更する付帯設備、機械器具の変更見積書の写し  

  イ  その他市長が必要と認める書類  

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、変更の

承認の可否を決定し、起業チャレンジ支援事業補助金変更承認 (却下)通知書

(様式第７号)により通知するものとする。  

３ 補助対象者は、認定事業が予定の期間内に完了しない場合又は認定事業の

遂行が困難となった場合は、工事の終了を予定していた日までに市長に報告

して、その指示を受けなければならない。  

 （事前着手承認）  

第12条 補助対象者は、やむを得ない事情により補助金の交付決定前に事業に

着手する必要があるときは、起業チャレンジ支援事業補助金事前着手承認申

請書(様式第８号 )を市長に提出し、その承認を受けなければならない。  

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、事前着

手承認の可否を決定し、その旨を起業チャレンジ支援事業補助金事前着手承

認(却下)通知書 (様式第９号)により通知するものとする。  

 （実績報告）  

第 13条  認定事業が完了したときは、起業チャレンジ支援事業実績報告書 (様

式第 10号 )に次の各号に掲げる経費の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る書類を添付して市長に提出しなければならない。  

（１） 施設整備費  
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  ア  所有権を証する書類 (登記済証の写し等 ) 

  イ  工事費用内訳書及び領収書の写し  

  ウ  工事写真 (工事中及び完成 ) 

  エ  その他市長が必要と認める書類  

（２） 設備導入費  

  ア  領収書の写し  

  イ  購入した付帯設備、機械器具の写真  

  ウ  その他市長が必要と認める書類  

 （補助金額の確定）  

第 14 条 市長は、前条に規定する実績報告書を受理し、報告書類の審査及び

完成検査により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定内容及

びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確

定し、起業チャレンジ支援事業補助金交付額確定通知書 (様式第 11 号)によ

り通知するものとする。  

 （補助金の請求）  

第 15条 前条の通知を受けた補助対象者が補助金を請求しようとするときは、

起業チャレンジ支援事業補助金交付請求書 (様式第 12 号 )を市長に提出しな

ければならない。  

 （補助金の交付決定の取消し又は補助金の返還）  

第 16 条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、補助金に係る交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若し

くは一部の返還を命ずることができる。  

（１） 補助金をその目的以外の用途に使用したとき。  

（２） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他市長が指示した

事項に違反したとき。  

（３） 交付申請書その他の関係書類に虚偽の記載をし、又は認定事業の実施に

ついて不正な行為をしたとき。  

（４） 前各号に掲げるもののほか、この告示の規定に違反したとき。  

 （財産の処分の制限）  

第17条 補助対象者は、補助対象経費として取得した財産又は効用の増加した

財産（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）

に規定する財産。以下「取得財産」という。）を補助金の交付を受けた年度

の翌年度から起算して２年間は、市長の承認を受けずに認定事業の目的に反
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して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、若しくは担保に供し、又は廃棄し

てはならない。ただし、当該取得財産の耐用年数を経過しているときは、こ

の限りでない。  

２ 市長は、補助対象者が補助金の交付を受けた年度の翌年度から起算して２

年以内に当該取得財産を処分することにより収入がある又は見込まれる場

合は、交付した補助金の全部または一部に相当する金額を納付させるものと

する。  

 （その他）  

第 18 条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この告示は、平成 30 年４月１日から施行する。  

 （伊佐市商店街活性化空き店舗活用事業補助金交付要綱等の廃止）  

２  伊佐市商店街活性化空き店舗活用事業補助金交付要綱 (平成 23年告示第 48

号)は、廃止する。  

３  伊佐市商店街活性化浄化槽新設改修事業補助金交付要綱 (平成 23年告示第

49号)は、廃止する。  

４ 伊佐市６次産業化支援事業補助金交付要綱 (平成 26年告示第 22号)は、廃止

する。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この告示は、平成 31 年４月１日から施行する。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この告示は、令和元年４月１日から施行する。  

 （施行期日）  

１ この告示は、令和２年４月１日から施行する。  
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別表第１  

経費区分  内容  説明  

施設整備費  

新築  

・専ら認定事業を行う施設として新築する

費用のうち、工事請負契約により整備する

経費を対象とする。ただし、土地の取得費

用を除く。  

増改築  

・専ら認定事業を行う施設として増改築す

る費用のうち、工事請負契約により整備す

る経費を対象とする。ただし、土地の取得

費用を除く。  

設備導入費  

付帯設備  

・認定事業の用に供する施設の付帯設備を

購入する場合は、その設備を取り扱う専門

業者から購入する設備の導入経費を対象

とする。  

・認定事業の用に供する施設の付帯設備を

工事請負契約に含めて整備する場合は、施

設整備費の対象とする。  

機械器具  

・認定事業の用に供する機械器具の購入費

用のうち、日常的にその機械器具の販売を

取り扱う業者から購入する機械器具の導

入経費を対象とする。ただし、購入単価が

５万円以上の機械器具に限る。  

備考 別表第１のいずれの経費区分においても、認定事業以外の用に供する部

分は、その全部又は延床面積にて按分した額を控除するものとする。  

 

別表第２  

区分  条件  加算金額  

地元加算  
補助対象経費のうち２分の１以上を市

内の業者に発注する場合  
20 万円  

移住者加算  補助対象者が移住者の場合  20 万円  

 


